島 警 協 第 51 号
令和６年３月15日
一般社団法人島根県警備業協会
会　　員　　　　　各　　位

一般社団法人島根県警備業協会
会　長　　吉　岡　健 二 郎
　　　警備業法の改正の要点について（お知らせ）
　　　　対号：令和５年12月21日付け島警協第241号
「警備業法施行規則改正に伴う意見募集について」　
　　　　対号：令和６年２月22日付け島警協第34号
　　　　　　　　　「警備業法施行規則の一部改正について」
みだしのことについては、下記のとおり警備業法が改正され、令和６年４月１日から施行されますことについては対号でお知らせしているとおりです。施行日以降は、認定証が廃止され、標識を作成して、主たる営業所の見やすい場所に掲示するとともに、ウェブサイト上においても標識を掲示することとなりますが、ウェブサイトの掲示については除外規定があります。施行日が近づきましたことから当面の対応として改正の要点をまとめましたので、参考として標識などの作成に配意していただき円滑な運用をお願いいたします。
本件は、当協会ホームページ内の会員専用ページに掲載しています。
記

１　施行期日
令和６年４月１日
２　改正概要
⑴　認定証の廃止
　　　この度の改正により「認定証」自体がなくなり、認定番号等の必要事項を内閣
府令で定める様式の「標識」の形で主たる営業所の見やすい場所に掲示するとと
もに、その事業規模が著しく小さい場合その他の内閣府令で定める場合を除き、
インターネット（自社ホームページ等）に当該標識を掲示することで公衆の閲覧
に供することが義務付けられました。　
　インターネット上に掲示することに加え、主たる営業所における掲示義務を残
存させることとしたのは、警備業を営む者が適正な営業主体であることを明らか
にし、消費者等がその旨を認識した上で安心して当該警備業者を利用できるとい
う考え方によるものです。
⑵　認定証再交付申請及び書換申請の廃止
　　　認定証の廃止に伴い、認定証の再交付申請及び書換申請が廃止される。
⑶　標識の新設及び掲示
　　　警備業者は、「標識」を主たる営業所に掲示するとともに、事業規模が著しく小
さい等以外を除きインターネット上でも掲示しなければなりません。
ア　認定を受けたこと等を示す標識の様式
　　　　改正規則第６条（標識の様式）により、別記様式第２号が定められ、
　　　　標識は警備業者自らが作成することとなり、
①　文字及び枠線の色彩は黒色、地の色彩は白色とする。
②　標識を営業所に掲示する場合には、用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とする。（用紙は「紙」を想定）
　　　とされています。
　　イ　インターネットにより標識等を公衆の閲覧に供する義務の適用が除外される場合
　適用が除外されるのは、
①　常時使用する従業者の数が５人以下である場合
②　当該事業所が管理するウェブサイト(会社ホームページ)を有していない場合
　　　のいずれかに該当する場合です。
　⑷　改正点の詳細
標識の様式、標識の掲示等の詳細については、添付資料のとおりですので参考としてください。　　

３　留意事項
　　認定の更新制度に変更はありませんので、有効期間の更新手続きを忘れることないようにしてください。
４　添付資料　

⑴　資料１　【Ｑ＆Ａ】警備業法の一部改正について
⑵　資料２　警備業法改正新旧対照表
⑶　資料３　警備業法第6条　内閣府令で定める別記様式第２号
　　　　　　（この資料を利用して作成することができます。）

⑷　資料４　別記様式第2号の記載要領

